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カーボンニュートラルへ向けた世界的な潮流や，国際情勢に鑑みたエネルギー安定供給に対する危機感を
背景に，多くの国々が原子力エネルギーの利用拡大に舵を切っています。わが国においても昨年，いわゆる
「GX推進法」の成立などの動きがあり，今年には，次期エネルギー基本計画の議論も始まりました。原子力
を取り巻く状況は大きく動きつつあります。また，原子力科学技術は，エネルギー源としてだけでなく，放
射線や放射性同位体の利用などを通じて社会にさまざまな価値をもたらしており，医療，工業，農業，学術
などの幅広い分野で利用の拡大が期待されます。
一方，原子力の利用に際しては，安全性，核セキュリティ，核不拡散，放射性廃棄物といった課題もあり，
これらに起因する社会受容性の問題も含め，発展途上の技術であることも事実です。特にわが国では，東京
電力福島第一原子力発電所事故からの復旧・復興を着実に進めるとともに，同事故の教訓に基づき安全性の
向上に不断に取り組むことが必要であり，私たちが長期にわたって真摯に取り組むべき課題です。
このように，原子力科学技術は，国の根幹を支える分野であり，大きな可能性を秘めるとともに，克服す
べき課題もあります。日本原子力学会(以下，「本会」という。)は，大学，研究機関，産業界などから多くの会
員の皆様の参加を得ており，その特徴は，学術的に公平・公正でオープンな議論ができることにあります。
多様な会員の皆様が互いに切磋琢磨しつつ議論を深め，共通の課題に取り組んだり新たな可能性を見出した
りすることで，原子力科学技術を通して人類社会の福祉と繁栄，学術の振興に貢献することが期待されてい
ます。
この度，本会の会長に就任するにあたって，上記のような背景や本会に期待される役割を踏まえ，3つの
キーワード，「伝える」・「つながる」・「はぐくむ」を旨として運営を進めていきたいと考えています。
一つ目は「伝える」，情報発信の強化です。本会ではさまざまな支部，部会や常置委員会・専門委員会など

が活発に活動しており，多くの成果が上がっていますが，社会に対しての発信力が弱い面がありました。こ
れらの成果を効果的に社会に発信していくことは，本会の存在価値を高める上で極めて重要だと考えます。
具体的にはソーシャル・ネットワーキング・サービス(SNS)を使った発信や，積極的なプレス発表などで，原
子力科学技術の魅力と課題解決への取り組みを発信していきたいと思います。
二つ目は「つながる」，本会内外での連携の推進です。原子力科学技術は物理学，化学，機械工学，材料工
学などの基礎科学・工学分野に根差した応用分野の色合いが濃く，これらの基礎基盤的な分野から乖離して
はガラパゴス化してしまいます。また，計算科学やロボット工学などの最先端の科学技術を取り入れていく
ことも必要ですし，イノベーション創出には異分野間の連携も不可欠です。逆に，私たちが原子力の課題解
決の過程で培った最先端技術を他の分野・産業に展開させていくことも必要です。これらの観点から本会
は，部会間の協力や，他の学協会などとのコミュニケーションを活性化して，相互に課題解決に向けた連携
を図ることが必要だと考えます。まずは，すでにあるさまざまなチャンネルを通じての交流や情報発信を進
めていきたいと思います。
三つ目は「はぐくむ」，人材育成への貢献です。原子力の人材育成の重要性は言うまでもないですが，若い
研究者・技術者にとって原子力科学技術は，そして本会は，成長の場として魅力的に映っているでしょうか。
一方，最近の年会・大会での学生さんによるポスターセッションを拝見すると，その質の高さには目を見張
るものがあります。また，各支部や部会においても若手の発表会などをおこなっています。そのような取り
組みを奨励するとともに，本会が課題や新しい技術に挑戦する姿を積極的に発信し，若い皆様とともに成長
する学会として本会の価値をアピールすることに取り組みたいと思います。
結局，上記の 3つの取り組みは，すべて積極的な情報発信がキーポイントになり，その帰結として本会を，

社会からは信頼できる情報源として，他の学協会からは重要なパートナーとして，そして若い研究者・技術
者からは成長の場として，それぞれ「選ばれる学会」にすることが目標です。会員の皆様には，是非ご協力を
賜れますよう，何卒よろしくお願い申し上げます。 (2024 年 6 月 20 日 記)

( 1 )日本原子力学会誌，Vol.66，No.9 (2024)
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令和6年度会長

大井川 宏之
(おおいがわ・ひろゆき)



02_vol66_9-P_巻頭言_PK.smd  Page 1 24/08/06 14:52  v4.00

巻
頭
言

最大限活用の期待に応える

(一社)日本原子力産業協会 理事長

増井 秀企 (ますい・ひでき)

京都大学工学部卒，マサチューセッツ工科大
学原子力工学専攻修了。東京電力安全調査グ
ループマネージャー，東京電力ホールディン
グス執行役員 原子力・立地本部副本部長など
を経て，2024 年 6 月より現職

近年，世界各国で原子力発電への期待が大いに高まっている。昨年の COP28 では，化石燃料からの移行
が一層強く認識され，温室効果ガス排出削減の重要な手段として原子力が初めて公式成果文書に明記され
た。わが国を含む 25 か国は，世界の原子力発電容量 3倍増という目標に向け協力することを確認した。こ
れと前後する形で，各国では，原子力の最大活用へ向け具体的目標の設定が行われている。フランス政府は，
具体的サイト名を伴った原子炉 6基の新規建設を発表するとともに，更なる 8基新設への検討を進めてい
る。英国では，既存プラントの建替を含め 2050 年までに最大 24 GWの建設を政府文書の中で明示し，国営
の推進機関の設置や電力自由化における原子力の事業環境整備を強力に進めている。米国では，連邦政府に
よる新型炉開発の支援に加えて，クリーンエネルギー開発を含むインフレ抑制法により，既存原子力発電所
の最大限活用に資する 300 億ドルの支援を決定している。
わが国においても，2023 年 2 月に閣議決定された GX 実現に向けた基本方針，原子力基本法改正を含む
GX脱炭素電源法の国会決議などで，政府が原子力発電を最大限活用し，地球温暖化対策に取り組む姿勢を
明確にした。今後の原子力政策の方向性と行動指針を示し，取り組みの具体化を開始したことの意義は極め
て大きい。
一方，足元の状況を見ると，わが国には 33 基の既存炉が存在し 3基が建設中である。現時点で稼働してい
るのは 12 基であり，電力供給における比率は大きくはないが，運転経費の 85 ％が国内での費用であること
で，円安や化石燃料価格の高騰の影響緩和に貢献している。原子力発電のエネルギーの安定供給や電気料金
の安定化による経済への効果は大きい。安全確保を大前提に，まずは既存炉の早期再稼働と運転サイクルの
長期化など設備利用率向上に努め，最大限活用の期待に応えたい。
本年 5月から，第 7次エネルギー基本計画の策定の議論が始まった。中でも注目されるのは安全性を高め
た次世代革新炉の新規建設である。2040 年代半ばを過ぎると，再稼働した原子炉も廃炉の時期を迎え始め
る。原子力の最大限活用のためには少なくとも廃炉相当分を新規建設で補う必要がある。至近の実績では運
転開始まで平均約 19 年のリードタイムを要していることを踏まえると，早急な取り組みが求められる。ま
た，日本の原子力サプライチェーンにおける技術継承や人材確保・育成といった課題解決も待ったなしの状
況であり，新規建設開始の意義は大きい。
エネルギーの脱炭素化，IT 需要等により増加すると見込まれる電力需要を支えるベースロード電源とし
ての原子力への期待を踏まえ，当協会では，第 7次エネルギー基本計画の策定にあたって，次の 4点が肝要
と考えている。第一に，新規建設(新設・増設・リプレース)の必要性を明確に位置付けること。その上で，
原子力発電の必要容量と時間軸を明記することである。第二に，電力システム改革の進展に伴い著しく低下
した原子力発電の事業予見性を向上させ，事業者・投資家が投資意欲を持てるような事業環境の整備である。
第三に，安全確保を大前提に，新規建設を早期に可能とする国際的に調和した効率的な安全審査に向けた検
討である。第四に，無過失無限責任が定められている現行原子力損害賠償制度の在り方の検討である。
最後に，福島第一原子力発電所事故を経験したわが国が，反省と教訓を踏まえて原子力発電の最大限活用
という目標を達成するためには，原子力に対する国民理解の促進が必要不可欠である。環境適合性はもとよ
り，わが国のエネルギー安全保障や，エネルギー供給における自己決定力の確保，経済成長および産業競争
力に貢献する原子力の価値の国民との共有が最も重要と考える。このため，産官学の原子力関係者・有識者
の総力を結集することが肝要であり，当協会も日々努力を行っているところである。 (2024 年 7 月 26 日 記)

( 2 ) 日本原子力学会誌，Vol.66，No.9 (2024)
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